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第 1 資源 管理 に 関す る 基本 的 な 事項 

1 漁業 の 状況 
本 県 の 水産 業 は 、 令 和 元 年 の 水 揚 量 約 10 万 3 千 ト ン 、 水 揚 人 金額 約 150 億 円 で あり 、 
全国 的 に は 上 位 に 位置 し て いる も の の 、 東 日 本 大 震 災 以前 の 平成 20 年 て 22 年 の 3 か 
年 平均 と 比較 する と 、 水 揚 量 、 水 揚 金 額 は それ ぞ れ 58%、64%% に 止ま っ て いる 。 
また 、 漁 業 就 業者 数 は 、 約 6. 3 千 人 (平成 30 年 ) で あり 、 沿 岸 地域 の 多く で は 、 水 
産業 は 中 核 的 で 重要 な 産業 で あり 、 今 後 も 水産 業 の 発展 を 図っ て いく た め に は 、 水 産 
資源 を 適切 に 管理 し 、 持 続 的 か つ 合 理 的 な 利用 を 確保 し て いく 必要 が ある 。 
2 県 の 責務 

本 県 は 、 漁 業法 (昭和 24 年 法律 第 267 号 。 以 下 「 法 」 と いう 。) 第 6 条 の 規定 に 基 
づき 、 国 と と も に 、 資 源 管理 を 適切 に 実施 する 責務 を 有する 。 

この た め 、 国 と 協力 し つつ 、 本 県 の 管轄 する 水面 に お ける 資源 調査 、 資 源 評 価 及 び 
資源 管理 を 行う と と も に 、 法 第 10 条 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 必要 と 認め る と き は 、 農 
林 水 産 大 臣 に 対し 、 資 源 評価 が 行わ れ て いな い 水 産 資源 に つい て 資源 評価 の 要 
う も の と する 。 
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第 2 特定 水産 資源 ご と の 知事 管理 区 分 

知事 管理 区 分 は 、 特 定 水産 資源 ご と に 漁獲 量 の 管理 を 行う た め 、 知 事 が 設定 する 管 
理 区 分 で あり 、 管 理 区 分 ご と に 少な く と も 以下 の 事項 を 定め る も の と する 。 

(1) 水域 
(2) 対象 と する 漁業 
(3) 漁獲 可能 期間 





































































































第 3 特定 水産 資 湖 ご と の 漁獲 可能 量 の 知事 管理 区 分 へ の 配分 の 基準 

1 漁獲 可能 量 
漁獲 可能 量 の 知事 管理 区 分 へ の 配分 の 基準 は 、 漁 獲 実績 を 基礎 と し 、 当 該 特定 水産 

資源 を 漁獲 対象 と する 漁業 の 実態 その 他 の 事情 を 勘案 し て 、 特 定 水産 資源 ご と に 定め 
る こと と する 。 

2 留保 枠 の 設定 

年 に よっ て 異な る 漁場 形成 の 変動 や 想定 外 の 来 遊 等 に 対応 する た め 、 特 定 水産 資源 
ご と に 漁獲 可能 量 に 留保 枠 を 設け る こと が で きる こと と する 。 

3 数 量 の 融通 

年 に よっ て 異な る 漁場 形成 の 変動 や 想定 外 の 来 遊 等 に より 生じ る 、 そ れ ぞ れ の 知事 

管理 区 分 に 配分 し た 数 量 の 過 不 足 が 、 漁 業者 及び 関連 業者 に 与え る 影響 を 緩和 する た 
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め 、 上 記 1 及び 2 の 規定 に 基づく 配分 後 の 関 係 団体 に よる 要望 及び 知事 管理 区 分 ご と 
の 知事 管理 漁獲 可能 量 の 消化 状況 を 踏ま ほそ て 、 知 事 管理 区 分 間 に お ける 数 量 の 融通 を 
可能 な 範囲 で 行い 、 そ れ ぞ れ の 知事 管理 区 分 に 配分 する こと で 、 当 該 影響 の 緩和 に 努 
め る も の と する 。 

第 4 知事 管理 区 分 ご と の 漁獲 量 の 管理 の 手法 
知事 管理 区 分 ご と の 漁獲 量 の 管理 の 手法 は 、 特 定 水産 資源 の 多く が 定置 漁業 で 採 捕 
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よる 管理 に 移行 する も の と する 。 
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討 を 行う と と も に 、 こ の 資源 管理 方 針 に 記載 され て いる 個別 の 水産 資 ? 
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まで に それ ぞ れ 定め る も の と する 。 


附 旭 
(施行 期日 ) 
1 この 方 針 は 、 漁 業法 等 の 一 部 を 改正 する 等 の 法律 (平成 30 年 法律 第 95 号 。 以 下 「 改 
正法 」 と いう 。) の 施行 の 日 ( 令 和 2 年 12 月 1 日 ) か ら 施行 する 。 
( 周 手 県 の 海洋 生物 資源 の 保存 及び 管理 に 関す る 計画 の 廃止 ) 
2 内 手 県 の 海洋 生物 資源 の 保存 及び 管理 に 関す る 計画 は 、 廃 止 す る 。 
(岩手 県 の 海洋 生物 資源 の 保存 及び 管理 に 関す る 計画 の 廃止 に 伴 う 経過 措置 ) 
3 前 項 の 規定 に よる 廃止 前 の 岩手 県 の 海洋 生物 資源 の 保存 及び 管理 に 関す る 計画 の 規定 
は 、 改 正法 附則 第 28 条 の 規定 に より 改正 法 第 6 条 の 規定 に よる 廃止 前 の 海洋 生物 資源 の 
保存 及び 管理 に 関す る 法律 (平成 8 年 法律 第 77 号 ) の 規定 が な お その 効力 を 有する こと 
と され る 間 、 な お 効力 を 有する も の と する 。 





































































































































































































































































































(別紙 1 一 1) 
第 1 特定 水産 資源 



















































































































































































































































































まあ じ 
第 2 知事 管理 区 分 及び 知事 管理 区 分 ご と の 漁獲 量 の 管理 の 手法 
1 岩手 県 まあ じ 漁 業 
(1) 当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 
当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 は 、 次 の と お り と する 。 
① 水域 
② に 記載 の 対象 と する 漁業 が まあ じ の 採 捕 を 行う 水域 
② 対象 と する 漁業 
岩手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 事業 所 の 所 在 地 が ある 者 が まあ じ を 採 
捕 す る 全て の 漁業 
③ 漁獲 可能 期間 
周年 
(2) 漁獲 量 の 管理 の 手法 等 
当該 知事 管理 区 分 に お ける 管理 の 手法 は 、 現 行 の 水準 以上 に 漁獲 量 を 増加 させ な 
NN A i 
の 10 日 まで と する 。 
第 3 漁獲 可能 量 の 知事 管理 区 分 へ の 配分 の 基準 


























全量 を 財 手 県 まあ じ 漁 業 に 配分 する 。 
































第 4 漁獲 可能 量 に よる 管理 以外 の 手法 に よる 資源 管理 に 関す る 事項 
岩手 県 まあ じ 漁 業 に お いて は 、 漁 獲 可 能 量 に EA し て 、 漁 獲 努 力 
量 に よる 管理 を 合わ せ て 行う こと と する 。 この 場合 に お ける 当該 漁業 に 係る 漁獲 努力 
量 の 上 限 は 、 次 の 表 の 左 欄 に 揚げ る 漁業 の 種類 ご と に 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 右 欄 に 掲げ る 
と お り と する 。 













































































輝 業 の 種 類 | 漁獲 努力 量 ( 単 位 : 1 ケ 統 あたり 県 平均 年 間 操 業 日 数 ) 




















定置 漁業 300 日 

















第 5 その 他 の 資源 管理 に 関す る 重要 事項 
特に な し 





(別紙 1 一 2) 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 1 特定 水産 資源 
まい わし 太平 洋 系 群 
第 2 知事 管理 区 分 及び 知事 管理 区 分 ご と の 漁獲 量 の 管理 の 手法 
1 岩手 県 まい わし 漁業 
(1) 当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 
当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 は 、 次 の と お り と する 。 
① 水域 
② に 記載 の 対象 と する 漁業 が まい わし 太平 洋 系 群 の 採 捕 を 行う 水域 
② 対象 と する 漁業 
岩手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 事業 所 の 所 在 地 が ある 者 が まい わし 太 
平 洋 系 群 を 採 博 する 全て の 漁業 
③ 漁獲 可能 期間 
周年 
(2) 漁獲 量 の 管理 の 手法 等 
当該 知事 管理 区 分 に お ける 管理 の 手法 は 、 漁 獲 量 の 総量 の 管理 と し 、 漁 獲 量 等 の 
報告 に 係る 期限 は 、 次 の と お り と する 。 
① 当該 管理 年 度 中 (② に 規定 する 場合 を 除く 。) 
陸揚げ し た 日 か ら そ の 属す る 月 の 翌月 の 10 日 まで 
② 県 知事 が 法 第 31 条 の 規定 に 基づく 公表 を し た 日 か ら 当 該 管理 年 度 の 未 日 まで 
(漁獲 可能 量 の 追加 配分 等 に より 当該 知事 管理 区 分 の 漁獲 量 の 総量 が 当該 知事 管 
理 漁獲 可能 量 を 超え る お それ が な く な っ た と 認め る と き は 、 こ の 限り で は な い 、。 ) 
陸揚げ し た 日 か ら 3 日 以内 
第 3 漁獲 可能 量 の 知事 管理 区 分 へ の 配分 の 基準 
1 本 県 に 配分 され た 漁獲 可能 量 の うち 、95% (1 キロ グラ ム 未 満 の 漁獲 可能 量 が ある 場 
合 は 、 1 キロ グラ ム に 切上げ ) を 岩手 県 まい わし 漁業 に 配分 し 、 残 り を 県 の 留保 枠 に 
充て る 。 当該 留 保 桁 は 、 知 事 管 理 区 分 に お ける 資源 管理 の 取組 状況 、 当 該 特定 水産 資 
源 の 回 遊 状 況 等 を 踏ま え 、 岩 手 海区 漁業 調整 委員 会 の 意見 を 聴い て 、 必 要 と する 知事 
管理 区 分 に 配分 する も の と する 。 
2 1 の 規定 は 、 本 県 に 配分 され た 漁獲 可能 量 が 変更 され た 場合 に つい て 準用 する 。 
第 4 漁獲 可能 量 に よる 管理 以外 の 手法 に よる 資源 管理 に 関す る 事項 
特に な し 
第 5 その 他 の 資源 管理 に 関す る 重要 事項 
1 漁獲 量 等 の 公表 
知事 管理 区 分 の 漁獲 量 の 公表 に つい て 、 法 第 31 条 に 定め る 場合 に 該当 する か 人 否 か は 、 
当該 知事 管理 区 分 の 漁獲 量 が 当該 知事 管理 漁獲 可能 量 の 7 割 を 超え る と き を 基準 と し 
て 、 漁 獲 量 の 推移 に 応じ て 判断 する 。 





2 助言 、 指 導 又 は 勧告 
別記 の と お り 。 


(別紙 1 一 3) 
第 1 特定 水産 資源 



































































































































さん ま 
第 2 知事 管理 区 分 及び 知事 管理 区 分 ご と の 漁獲 量 の 管理 の 手法 
1 岩手 県 さん ま 漁 業 
(1 ) 当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 
当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 は 、 次 の と お り と する 。 
① 水域 
② に 記載 の 対象 と する 漁業 が さん ま の 採 捕 を 行う 水域 
② 対象 と する 漁業 
岩手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 事業 所 の 所 在 地 が ある 者 が さん ま を 採 
捕 する 全て の 漁業 
③ 漁獲 可能 期間 
周年 




















(2) 漁獲 量 の 管理 の 手法 等 
当該 知事 管理 区 分 に お ける 管理 の 手法 は 、 漁 獲 量 の 総量 の 管理 と し 、 漁 獲 量 等 の 
報告 に 係る 期限 は 、 次 の と お り と する 。 
① 当該 管理 年 度 中 (② に 規定 する 場合 を 除く 。) 
陸揚げ し た 日 か ら そ の 属す る 月 の 翌月 の 10 日 まで 
② 県 知事 が 法 第 31 条 の 規定 に 基づく 公表 を し た 日 か ら 当 該 管理 年 度 の 未 日 まで 
(漁獲 可能 量 の 追加 配分 等 に より 当該 知事 管理 区 分 の 漁獲 量 の 総量 が 当該 知事 管 
理 漁獲 可能 量 を 超え る お それ が な く な っ た と 認め る と き は 、 こ の 限り で は な い 、。 ) 
陸揚げ し た 日 か ら 3 日 以内 
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第 3 漁獲 可能 量 の 知事 管理 区 分 へ の 配分 の 基準 
1 本 県 に 配分 され た 漁獲 可能 量 の うち 、95% (1 キロ グラ ム 未 満 の 漁獲 可能 量 が ある 場 
合 は 、 1 キロ グラ ム に 切上げ ) を 岩手 県 さん ま 漁 業 に 配分 し 、 残 り を 県 の 留保 枠 に 充 
て る 。 当該 留保 枠 は 、 知 事 管 理 区 分 に お ける 資源 管理 の 取組 状況 、 当 該 特定 水産 資源 
の 回 遊 状 況 等 を 踏ま え 、 岩 手 海区 漁業 調整 委員 会 の 意見 を 聴い て 、 必 要 と する 知事 管 
理 区 分 に 配分 する も の と する 。 
2 1 の 規定 は 、 本 県 に 配分 され た 漁獲 可能 量 が 変更 され た 場合 に つい て 準用 する 。 


































































































lm 


Pi 


























































































































第 4 漁獲 可能 量 に よる 管理 以外 の 手法 に よる 資源 管理 に 関す る 事項 

















第 5 その 他 の 資源 管理 に 関す る 重要 事項 
1 漁獲 量 等 の 公表 
知事 管理 区 分 の 漁獲 量 
当該 知事 管理 区 分 の 漁獲 量 が 当該 知事 管理 漁獲 可能 量 
て 、 漁 獲 量 の 推移 に 応じ て 判断 する 。 



































の 公表 に つい て 、 法 第 31 条 に 定め る 場合 に 該当 する か 人 否 か は 、 
の 7 割 を 超え る と き を 基準 と し 

















2 助言 、 指 導 又 は 勧告 
別記 の と お り 。 


(別紙 1 一 4) 
第 1 特定 水産 資源 
くろ まぐ ろ (大 型 急 








ュ ン 











第 2 知事 管理 区 分 及び 知事 管理 区 分 ご と の 漁獲 量 の 管理 の 手法 
1 岩手 県 くろ まぐろ (大 型 魚 ) 漁業 
) 当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 



























































中 西部 太平 洋 条約 海域 (漁業 の 許可 及び 取締 り 等 に 関す る 省令 (昭和 38 年 農林 
省令 第 5 号 。 以下 「 許 可 省令 」 と いう 。) 第 1 条 第 1 項 第 1 号 に 掲げ る 海域 を いう 。 
以下 同じ 。) 
② 対象 と する 漁業 
岩手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 事業 所 の 所 在 地 が ある 漁業 者 が 営む 法 
第 60 条 第 3 項 に 定め る 定置 漁業 及び 第 5 項 第 2 号 に 基づく 小型 定置 漁業 、 法 121 
条 第 1 項 の 規定 に よる 広域 漁業 調整 委員 会 指示 に 基づく 沿岸 くろ まぐ ろ 漁 業 、 そ 
の 他 岩 手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 事業 所 の 所 在 地 が ある 者 が くろ まぐ 
ろ (大 型 魚 ) を 採 捕 する 全て の 漁業 
③ 漁獲 可能 期間 
周年 
(2) 漁獲 量 の 管理 の 手法 等 
当該 知事 管理 区 分 に お ける 管理 の 手法 は 、 漁 獲 量 の 総量 の 管理 と し 、 漁 獲 量 等 の 
報告 に 係る 期限 は 、 次 の と お り と する 。 
① 当該 管理 年 度 中 (② に 規定 する 場合 を 除く 。) 
陸揚げ し た 日 か ら そ の 属す る 月 の 翌月 の 10 日 まで 
② 県 知事 が 法 第 31 条 の 規定 に 基づく 公表 を し た 日 か ら 当該 管理 年 度 の 未 日 まで 
(漁獲 可能 量 の 追加 配分 等 に より 当該 知事 管理 区 分 の 漁獲 量 の 総量 が 当該 知事 管 
理 漁獲 可能 量 を 超え る お それ が な く な っ た と 認め る と き は 、 こ の 限り で は な い 。) 
陸揚げ し た 日 か ら 3 日 以内 

















































































































ーー 



































































































































































































































第 3 漁獲 可能 量 の 知事 管理 区 分 へ の 配分 の 基準 
1 本 県 に 配分 され た 漁獲 可能 量 の うち 、 95% (1 キロ グラ ム 未 満 の 漁獲 可能 量 が ある 場 
合 は 、 1 キログラム に 切上げ ) を 岩手 県 くろ まぐ ろ (大 型 魚 ) 漁業 に 配分 し 、 残 り を 
県 の 留保 枠 に 充て る 。 当該 留保 梓 は 、 知 事 管 理 区 分 に お ける 資源 管理 の 取組 状況 、 当 
該 特定 水産 資源 の 回 遊 状 況 等 を 踏ま え 、 岩 手 海区 漁業 調整 委員 会 の 意見 を 聴い て 、 必 
要 と する 知事 管理 区 分 に 配分 する も の と する 。 
2 1 の 規定 は 、 本 県 に 配分 され た 漁獲 可能 量 が 変更 され た 場合 に つい て 準用 する 。 






















































































































































































第 4 その 他 資 源 管理 に 関す る 重要 事項 
1 漁獲 量 等 の 公表 
知事 管理 区 分 の 漁獲 量 の 公表 に つい て 、 法 第 31 条 に 定め る 場合 に 該当 する か 否 か は 、 
当該 知事 管理 区 分 の 漁獲 量 が 当該 知事 管理 漁獲 可能 量 の 7 割 を 超え る と き を 基準 と 







































































し て 、 漁 獲 量 の 捧 





E 移 に 応じ て 











2 助言 、 指 導 又 は 
別記 の と お り 。 


勧告 


前 断 する 。 


(別紙 1 一 5) 
第 1 





特定 水産 資源 
くろ まぐ ろ (小型 急 
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まぐ ろ (小型 魚 ) 漁業 
時 区 分 を 構成 する 事項 
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区 分 及び 知事 管理 区 分 ご と の 漁獲 


量 の 管理 の 手法 








岩手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 事業 所 の 所 在 地 が ある 漁業 者 が 営む 法 


第 60 条 第 3 項 に 

















岩手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 
型 魚 ) を 採 捕 する 全て の 漁業 
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H 事 管理 区 分 ( 





陸揚げ し た 日 


獲 可 能 


陸揚げ し た 日 

















定め る 定置 漁業 及び 第 5 項 第 2 号 に 


こ お け る 管理 の 手法 は 、 漁 獲 
に 係る 期限 は 、 次 の と お り と する 。 
① 当該 管理 年 度 中 (② に 規定 する 場合 
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合 は 、 


県 の 留保 枠 に 充て る 。 当該 留保 枠 は 、 知 
該 特定 水産 資源 の 回 遊 状 ? 
要 と する 知事 管理 


能 量 の 知事 管理 区 分 へ の 配 
に 配分 され た 漁獲 可能 量 の う ち 、95% ( 1 キロ グラ ム 未 満 の 漁獲 可能 
1 キロ グ ラム ( こ 切 上 げ ) を 岩手 県 く ろ ま ま で ろ (小型 
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の 翌月 の 10 日 
県 知事 が 法 第 31 条 の 規定 に 基づく 公表 を し た 
より 当該 知事 管 
朋 量 を 超え る お それ が な く な っ た と 認め る と き は 
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理 区 分 の 漁獲 量 の 総量 が 当 


基づく 小型 定置 漁業 、 そ の 他 
ほ 業 所 の 所 在 地 が ある 者 が くろ まぐ ろ 








管理 年 度 の 末日 まで 
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その 他 資 源 管理 に 関す る 重要 事項 





1 漁獲 量 等 の 公表 
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に つい て 、 法 第 31 条 に 定め る 場合 ! 
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区 分 の 漁獲 量 
推移 に 











こ 応じ じ 


2 助言 、 指 導 又 は 勧告 
別記 の と お り 。 


当該 知事 管理 漁獲 可能 量 の 7 割 を :』 
て 判断 す る Oo 


等 を 踏ま え 、 風 手 海区 漁業 調整 要員 会 の 意見 を 聴い て 、 必 
和み や の どす る 。 
指定 は 、 本 県 に 配分 され た 漁獲 可能 量 が 変更 され た 場合 





こつ いて 準用 する 。 





に 該当 する か 人 否 か は 、 
罰 え る と き を 基準 と し 

















(別紙 1 一 6) 

























































































































































































































































































































































































































































































第 1 特定 水産 資源 
する めい か 
第 2 知事 管理 区 分 及び 知事 管理 区 分 ご と の 漁獲 量 の 管理 の 手法 
1 岩手 県 する めい か 漁業 
(1 ) 当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 
当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 は 、 次 の と お り と する 。 
① 水域 
② に 記載 の 対象 と する 漁業 が する めい か の 採 捕 を 行う 水域 
② 対象 と する 漁業 
岩手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 事業 所 の 所 在 地 が ある 者 が する めい か 
を 採 捕 する 全て の 漁業 
③ 漁獲 可能 期間 
周年 
(2) 漁獲 量 の 管理 の 手法 等 
当該 知事 管理 区 分 に お ける 管理 の 手法 は 、 現 行 の 水準 以上 に 漁獲 量 を 増加 させ な 
い 管 理 と し 、 A EO 
の 10 日 まで と する 。 
第 3 漁獲 可能 量 の 知事 管理 区 分 へ の 配分 の 基準 
全量 を 岩手 県 する めい か 漁業 に 配分 する 。 
第 4 漁獲 可能 量 に よる 管理 以外 の 手法 に よる 資源 管理 に 関す る 事項 
岩手 県 する めい か 漁業 に お いて は 、 漁 獲 可 能 量 に よる 管理 以外 の 手法 と し て 、 漁 獲 
努力 量 に よる 管理 を 合わ せ て 行う こと と する 。 こ の 場合 に お ける 当該 漁業 に 係る 漁獲 
努力 量 の 上 限 は 、 次 の 表 の 左 欄 に 揚げ る 漁業 の 種類 ご と に 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 右 欄 に 掲 
げ る と お り と する 。 
漁業 の 種類 漁獲 努力 量 
定置 漁業 3 0 0 日 
(1 グ 統 あたり 県 平均 年 間 操業 日 数 ) 
いか 釣 漁業 232 隻 
(許可 隻数 ) 














第 5 その 他 の 資源 管理 に 関す る 重要 





特に な し 
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(別紙 1 一 7) 















































































































































































































































































































































































































































第 1 特定 水産 資源 
すけ と うだ ら 太 平 洋 系 群 
第 2 知事 管理 区 分 及び 知事 管理 区 分 ご と の 漁獲 量 の 管理 の 手法 
1 岩手 県 すけ と うだ ら 漁 業 
(1) 当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 
当該 知事 管理 区 分 を 構成 する 事項 は 、 次 の と お り と する 。 
① 水域 
② に 記載 の 対象 と する 漁業 が すけ と うだ ら 太 平 洋 系 群 の 採 捕 を 行う 水域 
② 対象 と する 漁業 
岩手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 事業 所 の 所 在 地 が ある 者 が すけ と うだ 
ら 太 平 洋 系 群 を 採 捕 す る 全て の 漁業 
③ 漁獲 可能 期間 
周年 
(2) 漁獲 量 の 管理 の 手法 等 
当該 知事 管理 区 分 に お ける 管理 の 手法 は 、 現 行 の 水準 以上 に 漁獲 量 を 増加 させ な 
い 管 理 と し 、 漁 獲 量 等 の 報告 A 
の 10 日 まで と する 。 
第 3 漁獲 可能 量 の 知事 管理 区 分 8 
全量 を 岩手 県 すけ と うだ ら 漁 業 に 配分 する 。 
第 4 漁獲 可能 量 に よる 管理 以外 の 手法 に よる 資源 管理 に 関す る 事項 
周 手 県 すけ と うだ ら 漁 業 に お いて は 、 漁 獲 可 能 量 に よる 管理 以外 の 手法 と し て 、 漁 
獲 婦 力量 に よる 管理 を 合わ せ て 行う こと と する 。 こ の 場合 に お ける 当該 漁業 に 係る 漁 
獲 努 力量 の 上 限 は 、 次 の 表 の 左 欄 に 揚げ る 漁業 の 種類 ご と に 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 右 欄 に 
掲げ る と お り と する 。 
漁 業 の 種類 漁獲 努力 量 (単位 : 許可 隻数 ) 
固定 式 刺し 網 漁業 813 隻 
(許可 隻数 ) 





第 5 その 他 の 資源 管理 に 関す る 
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対象 と する 漁業 
岩手 県 に 住所 又は 主たる 事務 所 その 他 の 事業 所 の 所 在 地 が ある 者 が まさ ば 及び 
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婦 知 事 管理 区 分 を 構成 する 事項 
理 区 分 を 構成 する 事項 は 、 次 の と お り と する 。 
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さば 太 平 洋 系 群 を 採 捕 す る 全て の 漁業 











獲 可 能 期 間 
年 























(2) 漁獲 
当該 


報告 に 


① 当 





( 漁 
理 漁 
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お ける 管理 の 手法 は 、 漁 獲 量 の 総量 の 管理 と し 、 漁 獲 量 等 の 
と お り と する 。 


























該 管理 年 度 中 (② に 規定 する 場合 を 除く 。) 
陸揚げ し た 日 か ら そ 
② 県 知事 が 法 第 31 条 の 規定 に 基づく 公表 を し た 日 か ら 当該 管理 年 度 の 末日 まで 























の 属す る 月 の 翌月 の 10 日 まで 
































獲 可 能 量 の 追加 配分 等 に より 当該 知事 管理 区 分 の 漁獲 量 の 総量 が 当該 知事 管 
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陸揚げ し た 日 か ら 3 
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1 本 県 に 配 























E 量 の 知事 管理 区 分 へ 
配分 され た 漁獲 




















お それ が な く な っ た と 認め る と き は 、 この 限り で は な い 。 ) 
日 以内 








の 配 分 の 基準 




















能 量 の うち 、95% (1 キロ グラ ム 未 満 の 漁獲 可能 量 が ある 場 





合 は 、1 キロ グラ ム に 切上げ ) を 岩手 県 まさ ば 及び ご まさ ば 漁業 に 配分 し 、 残 り を 県 
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と する 知事 管理 区 分 に 配分 する も の と する 。 
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資源 の 回 遊 状 況 人 
































留保 枠 に 充て る 。 当該 留保 枠 は 、 知 事 管理 区 分 に お ける 資源 管理 の 取組 状況 、 当 該 















































等 を 踏ま え 、 風 手 海区 漁業 調整 委員 会 の 意見 を 聴い て 、 必 要 


























2 1 の 規定 は 、 本 県 に 配分 され た 漁獲 可能 量 が 変更 され た 場合 に つい て 準用 する 。 
































能 量 に よる 管理 以外 の 手法 に よる 資源 管理 に 関す る 事項 























第 5 その 他 の 資源 管理 に 関す る 重要 事項 


1 漁獲 量 








知事 管理 区 分 の 漁獲 量 
当該 知事 管理 区 分 の 漁獲 量 


等 の 公表 
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公表 に つい て 、 法 第 31 条 に 定め る 
が 当該 知事 管理 漁獲 可能 量 の 7 











場合 に 該当 する か 否 か は 、 
割 を 超え る と き を 基準 と し 




















て 、 漁 獲 量 の 推移 に 応じ て 判断 する 。 


2 助言 、 指 導 又 は 勧告 
別記 の と お り 。 


(別記 ) 
漁業 法 第 32 条 第 2 項 の 規定 に 基づき 知事 が 行う 助言 、 指 導 又 は 勧告 に 関す る 指針 を 以下 
の と お り 定 め る 












































第 1 特定 水産 資源 (くろ まぐ ろ (小型 魚 ) 及び くろ まぐ ろ (大 型 魚 ) を 除く 。) 

特定 水産 資源 に 係る 漁業 法 (昭和 24 年 法律 第 267 号 。 以 下 「 法 」 と いう 。) 第 32 条 
第 2 項 の 規定 に 基づく 助言 、 指 導 又 は 勧告 の 運用 は 、 次 の 1 か ら 2 まで に 定め る と お り 
と する 。 

1 法 第 32 条 第 2 項 第 1 号 に 掲げ る 場合 
MA 指導 又は 勧告 は 、 次 の 表 の と お り と する 。 






























































知事 管理 区 分 に お ける 当該 特定 水産 資源 の | 当該 知事 管理 区 分 に お いて 当該 特定 水産 資源 












































































































































分 ( 
泊 導 長 の 総量 の 当 誠 事 管理 区 分 に 係る 知 の 採 捕 を する 者 に 対し て 知事 が する 助言 、 指 導 
事 管理 漁獲 可能 量 に 占め る 割合 又は 勧告 の 内 容 
90 パ ー セ ント を 超え た と き 知事 管理 漁獲 量 の 急激 な 積み 上 が り を 條 ける 
よう な 措置 (操業 回 数 の 抑制 等 ) の 実施 の 助言 
95 パ ー セ ント を 超え た と き 知事 管理 漁獲 可能 量 の 超過 を 未然 に 防止 する 
よう な 具体 的 な 管理 措置 (当該 特定 水産 資源 を 
























































目的 と し た 操業 の 停止 等 ) の 実施 の 勧告 





























(2) (1) の 規定 に か か わら ず 、 次 の ア 又 は イ に 掲げ る 場合 に 該当 する と 知事 が 認め 
る と き は 、 こ の 限り で な い 。 
ア 特定 水産 資源 の 特性 及び その 採 捕 の 実態 を 勘案 し 、 当 該 知 事 管 理 区 分 に お いて 

当該 管理 年 度 の 未 日 まで に 採 捕 する 当該 特定 水産 資源 の 漁獲 量 の 値 が 、 当 該 知 事 

区 分 に お ける 知事 管理 漁獲 可能 量 の 残り の 値 を 超え な いと 見 込ま れる 場合 

イ 当該 知事 管理 区 分 に お ける 当該 特定 水産 資源 の 採 博 を する 者 の 全て が 同一 の 法 
第 124 条 第 1 項 の 認定 を 受け た 協定 (以下 「 認 定 協定 」 と いう 。) に 参加 し て い 
る 場合 で あっ て 、 当 該 認定 協定 の 内 容 及び 当該 特定 水産 資源 の 採 捕 の 実態 を 勘案 
し 、 当 該 認定 協定 に 参加 し て いる 者 自ら に よる 取組 に よっ て 当該 管理 年 度 の 未 

まで に 当該 知事 管理 区 分 に 係る 知事 管理 漁獲 可能 量 を 超え な いと 推定 され る + 

な 理由 が ある 場合 

2 法 第 32 条 第 2 項 第 2 与 に 掲げ る 場合 

(1) 知事 が 行う 助言 、 指 導 又 は 勧告 は 、 次 の 表 の と お り と する 。 

A 当該 全て の 知事 管理 区 分 の いずれ か に お いて 

お ける 漁獲 量 の 総量 が 当該 全て の 知事 | 当該 特定 水産 資源 の 採 捕 を する 者 に 対し て 知 

I 事 管理 漁獲 可能 量 の 合計 | 事 が する 指導 の 内 容 

に 占め る 割合 

90 パ ー セ ント を 
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CO 当該 全て の 知事 管理 区 分 に 係る 知事 管理 漁獲 
NS 
今後 、 法 第 33 条 第 2 項 第 2 呈 の 規定 に 基づく 採 
捕 の 停止 を 命令 する 可能 性 が ある こと か ら 、 当 
該 特定 水産 資源 の 採 捕 を 抑制 する よう に 勧告 
(2) (1) の 規定 に か か わら ず 、 特 定 水産 資源 の 特性 及び その 採 捕 の 実態 を 勘案 し 
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当該 全て の 知事 管理 区 分 の いずれ が か! 
fF を する 者 に 対し て 知事 が す 


こ お い て 











90 パ ペー セ ント を 





該 
ムロ 
用 


> 後 、 


※ 
Co 








の ま 





pK 


て の 知事 管理 区 分 





に 係る 知事 管理 
の 超過 の お それ が 大 きい 場合 に 該当 し 、 
法 第 33 条 第 2 項 第 2 号 の 規定 に 基づく 採 
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該 全 て の 知事 管理 区 分 に お いて 当該 管理 年 度 の 未 日 まで に 採 捕 す る くろ まぐ ろ の 漁 
供 量 の 値 が 、 当 該 全て の 知事 管理 区 分 に お ける 知事 管理 漁獲 可能 量 の 合計 の 残り の 
値 を 超え な いと 見 込ま れる 場合 は 、 こ の 限り で な い 。 



















































































第 3 くろ まぐ ろ (小型 魚 ) 
第 2 の 規定 は 、 く ろ ま ぐろ (小型 魚 ) に 係る 法 第 32 条 第 2 項 の 規定 に 基づく 助言 、 
指導 又は 勧告 に つい て 準用 する 。 



























































附 則 

(経過 措置 ) 

令 和 6 年 3 月 31 日 まで の 間 に お ける 第 1 の 1 (2) イ 及 び 第 2 の 1 (2) イ (第 3 に お 
いて 準用 する 場合 を 含む 。) の 規定 の 適用 に つい て は 、「 同 一 の 法 第 124 条 第 1 項 の 認定 
を 受け た 協定 (以下 「 認 定 協定 」 と いう 。) 」 と ある の は 「 同 一 の 法 第 124 条 第 1 項 の 認 
定 を 受け た 協定 (以下 「 認 定 協 定 」 と いう 。) 又は 資源 管理 指針 ・ 計 画 作成 要領 (平成 23 
年 3 月 29 日 付け 22 水管 第 2354 号 水 産 庁 長 官 通 知 ) に 基づき 水産 庁 長官 又は 都 道 府 県 知 事 
の 確認 を 受け た 資源 管理 計画 (以下 「 資 源 管理 計画 」 と いう 。) 」 と 、「 同 一 の 認定 協定 」 
と ある の は 、「 同 一 の 認定 協定 又は 資源 管理 計画 」 と 、「 当 該 認定 協定 」 と ある の は 「 当 


該 認定 協定 叉 は 当該 資源 管理 計画 」 と する 。 



































































































































